
町長

【い法30条②】

　
学
校

【広島県附属機関設置条例に規定】
　広島県いじめ問題調査委員会（仮称）
　○県知事及び県教育委員会の附属機関
　○外部専門家（学識経験者，弁護士，医師，臨床心理士，社会福祉士等）により構成⇒15名程度
　○公立学校及び私立学校において発生した重大事態についての調査

県
知
事

　　　　　　　　県教育委員会

大崎上島町教育委員会

いじめによる重大事態発生時の対応フロー図

１ 重大事案発生の報告

２ 調査後，調査結果の報告

（３）町長が必要があると認める

ときは，調査の結果について

調査できる。

（３）町長が再調査が必要と判断し，広島県いじめ問題調査

委員会による調査の要請があった場合，県教委が調査を

要請【附属機関設置条例・設置要綱】

１ 重大事態発生の報告

【地教行法54条②】

３ 調査結果の提出

【地教行法54条②】

２ 重大事態の発生報告

４ 町教委または学校によ

る調査結果の報告

（６）調査結果の参考送付

（４） 県教委の要請により，

調査を実施【地教行法53条

（５）調査結果の報告報告

【附属機関設置者条例・設置要

重大事態

（５）調査結果の報告

【附属機関設置条例・設置要

大崎上島町いじめ問題調査委員会（必置）

※県教委が紹介した外部調査委員を加えることも可能

【い法２８条①】

調 査


